様式第２号

地域密着型サービス事業所整備計画書

作成日：令和　　　年　　　月　　　日

１　施設整備希望者の概要

	法人名
	

	代表者氏名
	

	法人所在地
	

	法人設立年月日
	年　　　　月　　　　日

	法人形態
	社会福祉法人・医療法人・株式会社・その他（　　　　　　　　　　　　　）

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	現 在 の

事業内容
	介護サービス事業

	
	事業所所在
	

	
	実施地域
	

	
	事業内容
	

	
	医療サービス事業

	
	事業所所在
	

	
	実施地域
	

	
	事業内容
	

	
	その他
	



２　開設予定施設の概要

　

（１）実施予定事業

	
	事業種別

（地域密着型サービス名）
	着工予定年月日
	事業開始予定年月日

	実施予定

事業
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	併設予定

事業
	
	

	
	
	

	定　　員
	人
	（併設予定の場合、内訳）




（２）立地条件等

	予定地の概要
	用途地域
	地域

	
	所在地
	伊丹市

	
	地　番
	
	
	
	
	合計

	
	地　目
	
	
	
	
	

	
	面　積
	
	
	
	
	

	
	現　況
	

	土地所有関係
	土地の

所有関係
	開設希望者所有地　・　その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	交渉状況
	取得（賃貸借等）済　・　交渉中　・　未交渉

	
	取得（賃貸借等）時期
	年　　月　　日
	契約期間
	年間

	立地条件
	用地に接する道路の有無

［東側］有・無　［西側］有・無　［南側］有・無　［北側］有・無

用地に接する道路の状況

	
	

	
	
	種　類
	舗装状況
	幅　員
	歩道の有無

	
	東側
	公道　・　私道
	未舗装・済
	M
	有　・　無

	
	西側
	公道　・　私道
	未舗装・済
	M
	有　・　無

	
	南側
	公道　・　私道
	未舗装・済
	M
	有　・　無

	
	北側
	公道　・　私道
	未舗装・済
	M
	有　・　無

	
	進入路がない場合の措置



	
	

	上水道及び

配水路の確保
	上水道
	敷設済　・　延長工事必要

	
	排水路
	敷設済　　・　　工事必要

	ばい煙、騒音、

振動等の影響
	問題なし

問題あり
	（ありの場合、具体的には何か）

	隣接家屋に

対する問題
	問題なし

問題あり
	（ありの場合、具体的には何か）

	駐車場の確保
	敷地内に確保
	（左の内訳：想定車両及び台数）

来所者分　　　　　台　　職員分　　　　　台

業務者分　　　　　台　　その他　　　　　台

	
	敷地外に確保
	（左の内訳：想定車両及び台数）

現在地住所

伊丹市

（　自己所有　　・　　借地　）

来所者分　　　　　台　　職員分　　　　　台

業務者分　　　　　台　　その他　　　　　台

	交通アクセス
	最寄駅
	　　　　　　　　　　

（　　　　）駅から　徒歩・バスで（　　　）分　　　

	事業所の立地状況について、良いところと悪いところを詳しく記入してください。


（３）建物等

	建物の概要
	構造等
	造　　　階建（耐火　・　準耐火　・　その他）

	
	各　　階

床面積等
	階数
	用途
	用途別床面積等

	
	
	
	
	㎡　

	
	
	
	
	㎡　

	
	
	
	
	㎡　

	
	
	延床面積
	㎡　

	
	
	（内、居間・食堂の床面積）
	㎡　

	
	
	（内、１室当りの居室面積）
	㎡　

	建物所有関係
	開設時の所有関係
	開設希望者所有　・　その他（　　　　　　　　　）

	
	現在の所有区分
	一般個人　・　その他（　　　　　　　　　　）

	
	交渉状況
	取得（賃貸等）済　・　交渉中　・　未交渉

	
	取得（賃貸等）

予定年月日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	改造等
	不要　・　改造済　・　取得（賃貸借契約）後改造

	併設施設の

有　無
	有　　・　　無
	「有」の場合の施設種別

	消防法上、スプリンクラーの設置義務がない場合でもスプリンクラーを
	設置する　・　設置しない

	各施設の概要（居間・食堂・台所・宿泊室・浴室・便所・その他）

	施設全体及び各部屋における安全性、利用しやすさに配慮する点

	家庭的な生活空間を取り入れるための居室、共有空間にするために、設計・周囲環境等で工夫・配慮する点

	避難経路、消防設備等の安全面での方策


（４）関係法令等上の問題

	その他関係法令上の手続き（農地転用、開発許可、災害に係る指定区域等）


３　事業の目的及び運営の方針

　（１）地域密着型サービス事業を実施する目的について

	


　（２）事業所設立の趣旨・理念について

	施設運営の基本方針等


　（３）目指しているサービス提供のあり方や生活支援のあり方について

	利用者の状態・意向を配慮したサービス計画作成の考え方、自立支援のための具体的な手法


　（４）認知症の現状と課題、身体拘束・人権の尊重に対する考え方について

	


　（５）サービスの質の向上のための方策について

	


　（６）介護従事者について

	職種ごとの職員確保の方法、採用見込み、職員研修、処遇改善や定着率向上の取り組み


４　利用者の登録・判定方法

	貴施設が目指す施設の利用者登録や判定方法（特に要介護認定の中重度者や認知症高齢者）についてどのように考えているか。


５　利用者へのケア体制の確保に関する方策

	①医療ケアの必要な利用者への支援（ターミナルケア等）、②登録者・利用者確保の方策、③（小規模多機能型居宅介護・複合型サービスの場合）利用しない日の訪問等、継続的な見守りの３点について


６　地域住民との連携・理解

　（１）施設建設に伴う近隣住民の意向等

	意向確認の状況
	１　未確認　　　　２　一部確認　　　　３　確認済

	「１　未確認」の場合、今後予定の確認相手方、確認方法を記入

	「２　一部確認」の場合、確認した相手方、方法及びその状況、また、今後予定の確認相手方、方法等を記入

	「３　確認済」の場合、確認した相手方、方法及びその状況を記入


　（２）地域住民との交流確保に関する方策

	


　（３）地域の医療機関との連携に関する方策

	


（４）運営推進会議又は介護・医療連携推進会議の設置に関する方策（メンバー構成と実施方法）

	


　（５）行政や地域包括支援センター等との連携体制に関する方策

	


７　従事職員関係（予定）

	代表者

住所

　　　　　　　　　　　　　　　

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　
	経　　歴
	経験年数

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	認知症介護に関する研修の受講歴

	
	

	管理者

住所

　　　　　　　　　　　　　　　

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　
	専任　・　兼務　（兼務の場合、兼務する事業所・施設名）



	
	経　　歴
	経験年数

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	認知症介護に関する研修の受講歴



	
	上記の他に受講した研修



	計画作成担当者

住所

　　　　　　　　　　　　　　　

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　
	専任　・　兼務　（兼務の場合、兼務する事業所・施設名）



	
	経　　歴
	経験年数

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	
	年　　　ヶ月

	
	認知症介護に関する研修の受講歴



	
	上記の他に受講した研修




８　事業費の概要（資金計画）

　（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　目
	金　　　額
	内　　　訳

	自主財源
	
	

	借 入 金
	
	

	寄付金・出資金
	
	

	そ の 他
	
	

	合　　計
	
	


· 兵庫県地域介護拠点整備補助金を含む公的な補助金等、未確定な資金に関するものは資金計画から除いてください。

　（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　目
	金　　　額
	内　　　訳

	建設工事費
	
	

	設備整備費
	
	

	設計監理費
	
	

	用　地　費

（土地取得等）
	
	

	工事事務費
	
	

	そ　の　他
	
	

	合　　　計
	
	


９　資金収支見込　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	初年度
	２年目
	３年目
	備考

	稼働率
	％
	％
	％
	要介護度２想定
(小規模特養は要介護３)

	収入
	介護保険収入
	
	
	
	＠　　×定員×月数×稼働率

	
	光熱水費
	
	
	
	＠　　×定員×月数×稼働率

	
	食材費
	
	
	
	＠　　　×定員×月(日)数×稼働率

	
	家賃又は宿泊費
	
	
	
	＠　　　×定員×月(日)数×稼働率

	
	その他の日常生活費
	
	
	
	＠　　×定員×月数×稼働率

	
	寄付金収入
	
	
	
	

	
	その他の収入
	
	
	
	

	
	収入計　（１）
	
	
	
	

	支出
	給与費
	
	
	
	改定率　　年　　％増

	
	法定福利費
	
	
	
	改定率　　年　　％増

	
	福利厚生費
	
	
	
	改定率　　年　　％増

	
	委託料
	
	
	
	改定率　　年　　％増

	
	消耗品費・事務経費
	
	
	
	

	
	地代等
	
	
	
	

	
	支払い利子等
	
	
	
	

	
	利用者実費負担費用
	
	
	
	

	
	その他の支出
	
	
	
	

	
	支出計　（２）
	
	
	
	

	減価償却前損益 (3)=(1)-(2)
	
	
	
	

	減価償却費　（４）
	
	
	
	

	減価償却後損益 (5)=(3)-(4)
	
	
	
	

	税金関係　（６）
	
	
	
	法人税、固定資産税等

	税引後損益 (7)=(5)-(6)
	
	
	
	

	借入金元金返済　（８）
	
	
	
	

	余剰金 (9)=(3)-(6)-(8)
	
	
	
	

	前年度繰越　（１０）
	
	
	
	

	翌年度繰越金 (11)=(10)+(9)
	
	
	
	



１０　その他

　（１）サービス提供時に発生する事故の対応と事故防止に関する方策

	


　（２）衛生管理に関する方策（食中毒・感染症の防止など）

	


　

（３）苦情処理体制の整備に関する方策

	


　（４）家族等との連携方法

	


　（５）個人情報保護に関する方策（機密漏洩防止策やプライバシー保護への配慮等）

	


　

（６）防災に関する方策（危機管理体制・具体的な危機管理体制の仕組みなど）

	


　（７）法人内での職員研修について（研修計画等の策定・具体的な研修内容等）
	


（８）今回の応募に関して特に強調したい点
	


・項目は適宜設定してください。


・稼働率は１年目は７５％以下、２年目は８５％以下、３年目は９５％以下としてください。


・収入の介護保険報酬は本人負担（１割）分を含め、平均要介護度は要介護度２(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は要介護３)と想定して作成してください。


・施設整備費用は含まないでください。


・法定福利費及び福利厚生費について、事業所の会計とは別に母体法人で負担している場合は、その旨を記入してください。


・支出の利用者実費負担費用は、収入の光熱水費、食材費など利用者本人が負担する額の合計と整合を図ってください。


・初年度から１２ヶ月単位（開始年月から１２ヶ月間）で作成してください。


・４年目以降は別葉とし、借入金元金の返済が終了するまでの期間について記入してください。








1

